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(57)【要約】
　ＨＦＣ－１２２５ｙｅと、移動式エアコンシステムな
どの、フラッデドエバポレーター冷却装置、直接膨張式
冷却装置または閉ループ式伝熱システムで、冷媒を含む
、伝熱流体として有用である他の化合物とを含む組成物
が開示される。本組成物はまた、クリーニング溶剤、エ
アゾール噴射剤、発泡剤、消火剤または火炎抑制剤およ
び滅菌剤としても有用である。かかる組成物を使用する
フラッデドエバポレーター冷却装置、直接膨張式冷却装
置または閉ループ式伝熱システムで冷却を行う方法およ
びＨＦＣ－１３４ａを置き換える方法もまた開示される
。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ．約５０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約５０質量パーセント～約１質量パーセントの２，３，３，３－テト
ラフルオロプロペン；
　ｂ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｃ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびシクロプロパン；
　ｄ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロピレン；
　ｅ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびフルオロエタン；
　ｆ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロピレン；
　ｇ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびペンタフルオロエタン；
　ｈ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、およびフルオロエタン；
　ｉ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、およびシクロプロパン；
　ｊ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、およびアンモニア；
　ｋ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、およびプロピレン；
　ｌ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタン、およびアンモニア；
　ｍ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタン、およびシクロプロパン；
　ｎ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタン、およびプロパン；
　ｏ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタン、およびプロピレン；または
　ｐ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタン、およびジフルオロメタン
からなる群から選択された組成物。
【請求項２】
　本質的に
　ａ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｂ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびアンモニア；または
　ｃ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１－ジフルオロエタン
からなるａ．ｂまたはｃからなる群から選択された組成物。
【請求項３】
　ポリアルキレングリコール、ポリオールエステル、ポリビニルエーテル、鉱油、アルキ
ルベンゼン、合成パラフィン、合成ナフテン、またはポリ（アルファ）オレフィンからな
る群から選択された潤滑剤をさらに含む、請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
　相溶化剤、ＵＶ染料、可溶化剤、トレーサー、安定剤、パーフルオロポリエーテルまた
は官能化パーフルオロポリエーテルからなる群から選択された少なくとも１つの添加剤を
さらに含む、請求項１に記載の組成物。
【請求項５】
　ａ．約８０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約２０質量パーセント～約１質量パーセントのペンタフルオロエタン
；
　ｂ．約９０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
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オロプロペンおよび約１０質量パーセント～約１質量パーセントのシクロプロパン；
　ｃ．約９０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約１０質量パーセント～約１質量パーセントのプロピレン；
　ｄ．約９０～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンお
よび約１～約１０質量パーセントのフルオロエタン；
　ｅ．約９０～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンお
よび約１～約１０質量パーセントのアンモニア；
　ｆ．約９０～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンお
よび約１～約１０質量パーセントのプロピレン；
　ｇ．約４０質量パーセント～約９８質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタンおよび約１質量パーセント～約２０質量パーセントのペンタフルオロエタン
；
　ｈ．約４０質量パーセント～約９８質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、および約１質量パーセント～約１０質量パーセントのフルオロエタン；
　ｉ．約４０質量パーセント～約９８質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、および約１質量パーセント～約１０質量パーセントのシクロプロパン；
　ｊ．約４０質量パーセント～約９８質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、および約１質量パーセント～約５質量パーセントのアンモニア；
　ｋ．約４０質量パーセント～約９８質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、および約１質量パーセント～約５質量パーセントのプロピレン；
　ｌ．約４０質量パーセント～約９７質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、約１質量パーセント～約２０質量パーセントのペンタフルオロエタン、お
よび約１質量パーセント～約５質量パーセントのアンモニア；
　ｍ．約４０質量パーセント～約９７質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、約１質量パーセント～約２０質量パーセントのペンタフルオロエタン、お
よび約１質量パーセント～約５質量パーセントのシクロプロパン；
　ｎ．約４０質量パーセント～約９７質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロパン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、約１質量パーセント～約２０質量パーセントのペンタフルオロエタン、お
よび約１質量パーセント～約５質量パーセントのプロパン；
　ｏ．約４０質量パーセント～約９７質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、約１質量パーセント～約２０質量パーセントのペンタフルオロエタン、お
よび約１質量パーセント～約５質量パーセントのプロピレン；または
　ｐ．約４０質量パーセント～約９７質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、約１質量パーセント～約２０質量パーセントのペンタフルオロエタン、お
よび約１質量パーセント～約１０質量パーセントのジフルオロメタン
からなる群から選択された、請求項１に記載の組成物。
【請求項６】
　本質的に
　ａ．約８０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約１質量パーセント～約２０質量パーセントのペンタフルオロエタン
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；
　ｂ．約９０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約１質量パーセント～約１０質量パーセントのアンモニア；または
　ｃ．約９０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約１質量パーセント～約１０質量パーセントの１，１－ジフルオロエ
タン
からなる、請求項２に記載の組成物。
【請求項７】
　冷却しようとする本体の近くで請求項１または２に記載の組成物を蒸発させる工程と、
その後、該組成物を凝縮させる工程とを含み、ここで組成物が冷媒である移動式エアコン
システムで冷却を行う方法。
【請求項８】
　冷却媒体をエバポレーターに通す工程と、請求項１または２に記載の組成物を蒸発させ
て蒸気を生成させる工程と、それによって冷却媒体を冷却する工程と、冷却媒体をエバポ
レーター外に出して冷却しようとする本体へ通過させる工程とを含む、フラッデドエバポ
レーター冷却装置で冷却を生じさせる方法。
【請求項９】
　請求項１または２に記載の組成物をエバポレーターに通す工程と、冷却媒体をエバポレ
ーターで蒸発させて冷却媒体蒸気を生成させる工程と、それによって組成物を冷却する工
程と、組成物をエバポレーター外に出して、冷却しようとする本体へ通過させる工程とを
含む、直膨型冷却装置で冷却を行う方法。
【請求項１０】
　フラッデドエバポレーター冷却装置、直膨型冷却装置または閉ループ式伝熱システムで
ＨＦＣ－１３４ａを置き換える方法であって、請求項１または２に記載の組成物をＨＦＣ
－１３４ａの代わりに上記フラデッドエバポレーター冷却装置、直接膨張式冷却装置また
は閉ループ式伝熱システムに備える工程を含む方法。
【請求項１１】
　冷却媒体をエバポレーターに通す工程と、組成物を蒸発させて蒸気を生成させる工程と
、それによって冷却媒体を冷却する工程と、冷却媒体をエバポレーター外に出して冷却し
ようとする本体へ通過させる工程とを含む、フラッデドエバポレーター冷却装置で冷却を
生じさせる方法であって、ここで組成物が
　ａ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびジフルオロメタン；
　ｂ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｃ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１，１，２－テトラフル
オロエタン；
　ｄ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１－ジフルオロエタン；
　ｅ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびシクロプロパン；
　ｆ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロパン；
　ｇ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、２，３，３，３－テトラフルオロ
プロペンおよび１，１，１，２－テトラフルオロエタン；
　ｈ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびジフルオロメタン；
　ｉ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよび１，１－ジフルオロエタン；
　ｊ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびフルオロエタン；または
　ｋ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびプロパン
からなる群から選択される方法。
【請求項１２】
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　組成物をエバポレーターに通す工程と、冷却媒体をエバポレーターで蒸発させて冷却媒
体蒸気を生成させる工程と、それによって組成物を冷却する工程と、組成物をエバポレー
ター外に出して、冷却しようとする本体へ通過させる工程とを含む、直膨型冷却装置で冷
却を生じさせる方法であって、ここで組成物が
　ａ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびジフルオロメタン；
　ｂ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｃ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１，１，２－テトラフル
オロエタン；
　ｄ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１－ジフルオロエタン；
　ｅ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびシクロプロパン；
　ｆ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロパン；
　ｇ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、２，３，３，３－テトラフルオロ
プロペンおよび１，１，１，２－テトラフルオロエタン；
　ｈ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびジフルオロメタン；
　ｉ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよび１，１－ジフルオロエタン；
　ｊ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびフルオロエタン；または
　ｋ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびプロパン
からなる群から選択される方法。
【請求項１３】
　フラッデドエバポレーター冷却装置または直膨型冷却装置でＨＦＣ－１３４ａを置き換
える方法であって、組成物を上記フラデッドエバポレーター冷却装置または直膨型冷却装
置に備える工程を含み、ここで上記組成物が
　ａ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびジフルオロメタン；
　ｂ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｃ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１，１，２－テトラフル
オロエタン；
　ｄ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１－ジフルオロエタン；
　ｅ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびシクロプロパン；
　ｆ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロパン；    
　ｇ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、２，３，３，３－テトラフルオロ
プロペンおよび１，１，１，２－テトラフルオロエタン；
　ｈ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびジフルオロメタン；
　ｉ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよび１，１－ジフルオロエタン；
　ｊ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびフルオロエタン；または
　ｋ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびプロパン
からなる群から選択される方法。
【請求項１４】
　組成物が、
　ａ．約８０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約２０質量パーセント～約１質量パーセントのジフルオロメタン；
　ｂ．約８０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロパンおよび約２０質量パーセント～約１質量パーセントのペンタフルオロエタン
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；
　ｃ．約５０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約５０質量パーセント～約１質量パーセントの１，１，１，２－テト
ラフルオロエタン；
　ｄ．約９０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約１０質量パーセント～約１質量パーセントの１，１－ジフルオロエ
タン；
　ｅ．約９０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロパンおよび約１０質量パーセント～約１質量パーセントのシクロプロパン；
　ｆ．約９０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約１０質量パーセント～約１質量パーセントのプロパン；
　ｇ．約１質量パーセント～約６０質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフルオ
ロプロペン、約２０質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、および約１質量パーセント～約５０質量パーセントの２，３，３，３－テ
トラフルオロプロペン；
　ｈ．約４０質量パーセント～約９８質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、および約１質量パーセント～約１０質量パーセントのジフルオロメタン；
　ｉ．約４０質量パーセント～約９８質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、および約１質量パーセント～約１０質量パーセントの１，１－ジフルオロ
エタン；
　ｊ．約４０質量パーセント～約９８質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロパン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、および約１質量パーセント～約１０質量パーセントのフルオロエタン；ま
たは
　ｋ．約４０質量パーセント～約９８質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペン、約１質量パーセント～約５０質量パーセントの１，１，１，２－テトラフ
ルオロエタン、および約１質量パーセント～約５質量パーセントのプロパン
からなる群から選択される、請求項１１～１３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１５】
　凝縮させる工程の前に組成物を圧縮する工程をさらに含み、そしてここで該圧縮が遠心
、スクリュー、スクロールまたは往復式圧縮機で起こる、請求項８、９、１１または１２
のいずれか一項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は２００７年７月２７日出願の米国仮特許出願第６０／９６２，２０４号明細書
の優先権を主張するものである。
【０００２】
　本開示は、少なくとも１つのフルオロオレフィンを含む低ＧＷＰ冷媒組成物、およびこ
れらの組成物の使用の分野に関する。これらの組成物は、フラデッドエバポレーター（ｆ
ｌｏｏｄｅｄ　ｅｖａｐｏｒａｔｏｒ）冷却装置、直接膨張式冷却装置および閉ループ式
伝熱システムを含む、１，１，１，２－テトラフルオロエタンのためにデザインされた機
器で低ＧＷＰ代替品として有用である。
【背景技術】
【０００３】
　たとえあったとしても環境影響の小さい、様々な用途向けの作動流体が捜し求められて
いる。クロロフルオロカーボンの代替品として採用されたハイドロフルオロカーボン作動
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流体は、オゾン層破壊係数を全く持たないが、地球温暖化に寄与することが分かっている
。
【０００４】
　それ故、冷媒、伝熱流体、クリーニング溶剤、エアゾール噴射剤、発泡剤および消火剤
または火炎抑制剤として現在使用中のハイドロフルオロカーボンの代替品が捜し求められ
ている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　既存機器で一時的に代替品として役立つために、代替品は、それ用に機器がデザインさ
れた元の作動流体の特性に近いかまたはそれにマッチしなければならない。既存冷媒の代
替と、類似の用途向けにデザインされた新規機器で冷媒としてもまた役立つこととを可能
にする特性のバランスを提供する組成物を特定することが望ましいであろう。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、低い地球温暖化係数（ＧＷＰ）と、置き換えられる冷媒に似たエネルギー効
率および冷凍能力とを有する、特定のフルオロオレフィン組成物、特に、１，１，１，２
－テトラフルオロエタンを置き換えるための冷媒を提供する。加えて、本発明は、グライ
ド（ｇｌｉｄｅ）をうまく利用するために最適化されている熱交換器（すなわち、エバポ
レーターまたは凝縮器）付き伝熱システムのための低いまたは一定量のグライドを有する
冷媒を提供する。
【０００７】
　特に、本明細書に開示される組成物は、フラデッドエバポレーター冷却装置、直接膨張
式（ＤＸ）冷却装置または閉ループ式伝熱システムにおける作動流体としてＲ１３４ａを
置き換えるために有用であり得る。本明細書に開示されるような組成物は、新規のまたは
既存の機器で有用であり得る。
【０００８】
　本発明によれば、下記のいずれかであることができる、組成物が提供される：
　ａ．約５０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約５０質量パーセント～約１質量パーセントの２，３，３，３－テト
ラフルオロプロペン；
　ｂ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｃ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびシクロプロパン；
　ｄ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロピレン；
　ｅ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびフルオロエタン；
　ｆ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロピレン；
　ｇ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびペンタフルオロエタン；
　ｈ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびフルオロエタン；
　ｉ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびシクロプロパン；
　ｊ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびアンモニア；
　ｋ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびプロピレン；
　ｌ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタンおよびアンモニア；
　ｍ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタンおよびシクロプロパン；
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　ｎ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタンおよびプロパン；
　ｏ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタンおよびプロピレン；または
　ｐ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタンおよびジフルオロメタン。
【０００９】
　さらに本発明に従って、下記のいずれかから本質的になる組成物が提供される：
　ａ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｂ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびアンモニア；または
　ｃ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１－ジフルオロエタン。
【００１０】
　本開示は、冷却される本体の近くで組成物を蒸発させる工程と、その後前記組成物を凝
縮させる工程とを含む、移動式エアコンシステムで冷却を行う方法であって、この組成物
が上記の組成物のいずれかであることができる方法をさらに提供する。
【００１１】
　本開示は、冷却媒体をエバポレーターに通す工程と、組成物を蒸発させて蒸気を形成す
る工程と、それによって冷却媒体を冷却する工程と、冷却媒体をエバポレーターから、冷
却される本体へ通す工程とを含む、フラデッドエバポレーター冷却装置で冷却を行う方法
であって、この組成物が上記の組成物のいずれかであることができる方法をさらに提供す
る。
【００１２】
　本開示は、組成物をエバポレーターに通す工程と、冷却媒体をエバポレーターで蒸発さ
せて冷却媒体蒸気を形成する工程と、それによって組成物を冷却する工程と、組成物をエ
バポレーターから、冷却される本体へ通す工程とを含む直接膨張式冷却装置で冷却を行う
方法であって、この組成物が上記の組成物のいずれかであることができる方法をさらに提
供する。
【００１３】
　本開示は、フラデッドエバポレーター冷却装置、直接膨張式冷却装置または閉ループ式
伝熱システムでＨＦＣ－１３４ａを置き換える方法をさらに提供する。本方法は、上記の
組成物のいずれかであることができる組成物を、ＨＦＣ－１３４ａの代わりにフラデッド
エバポレーター冷却装置、直接膨張式冷却装置または閉ループ式伝熱システムに提供する
工程を含む。
【００１４】
　さらに本発明に従って、下記のいずれかであってもよい代替組成物が提供される：
　ａ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびジフルオロメタン；
　ｂ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｃ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１，１，２－テトラフル
オロエタン；
　ｄ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１－ジフルオロエタン；
　ｅ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびシクロプロパン；
　ｆ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロパン；
　ｇ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、２，３，３，３－テトラフルオロ
プロペンおよび１，１，１，２－テトラフルオロエタン；
　ｈ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびジフルオロメタン；
　ｉ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよび１，１－ジフルオロエタン；
　ｋ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびフルオロエタン；または
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　ｌ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびプロパン。
【００１５】
　本開示はまた、フラデッドエバポレーター冷却装置で冷却を行う方法、直接膨張式冷却
装置で冷却を行う方法、および直前にリストされた代替組成物のいずれかを使用して、フ
ラデッドエバポレーター冷却装置または直接膨張式冷却装置のどちらかでＨＦＣ－１３４
ａを置き換える方法を提供する。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の冷媒組成物を利用するフラデッドエバポレーター冷却装置の略図である
。
【図２】本発明の冷媒組成物を利用する直接膨張式エバポレーター冷却装置の略図である
。
【図３】本発明の冷媒組成物を利用する閉ループ式伝熱システムの略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下に説明される実施形態の詳細を述べる前に、幾つかの用語が定義されるかまたは明
確にされる。
【００１８】
　地球温暖化係数（ＧＷＰ）は、二酸化炭素の１キログラムの排出と比較して特定の温室
効果ガスの１キログラムの大気排出による相対的な地球温暖化寄与を推定するための指数
である。ＧＷＰは、所与のガスに関する大気寿命の影響を示して異なる対象期間について
計算することができる。１００年対象期間についてのＧＷＰは一般に参考値である。
【００１９】
　冷凍能力（冷却能力と言われる場合もある）は、循環される冷媒の１ポンド当たりのエ
バポレーターにおける冷媒のエンタルピーの変化、すなわち、所与の時間当たりエバポレ
ーターで冷媒によって除去される熱を定義するための用語である。冷凍能力は、冷媒また
は伝熱組成物が冷却を行う能力の尺度である。それ故、この能力が高ければ高いほど、行
うことができる冷却は大きい。
【００２０】
　性能係数（ＣＯＰ）は、サイクルを運転するために入力される必要エネルギーで割った
除熱量である。ＣＯＰが高ければ高いほど、エネルギー効率は高い。ＣＯＰは、エネルギ
ー効率比（ＥＥＲ）、すなわち、内温および外温の特有のセットでの冷凍またはエアコン
機器についての効率格付けに直接関係する。
【００２１】
　グライドは、冷媒が蒸発中であるかまたは凝縮中であるときのエバポレーターまたは凝
縮器の全域での冷媒温度の変化である。具体的には、凝縮器での冷媒グライドは、凝縮圧
力での露点温度と沸点温度との差であるが、エバポレーターでは、それは蒸発圧力での入
口温度と飽和蒸気温度との差である。純化合物冷媒は、特有の温度および圧力で共沸混合
物組成物がそうであるようにゼログライドを有する。共沸混合物と同様に挙動する擬共沸
混合物（共沸混合物様と言われる場合もある）組成物は低いグライドを有するであろう。
非共沸混合物（すなわち不共沸混合物）である組成物は、かなり高いグライドを有するか
もしれない。平均グライドは、エバポレーターでのグライドと凝縮器でのグライドとの平
均を意味することを意図される。
【００２２】
　本明細書で用いるところでは、非共沸組成物は、共沸ではないおよびまた擬共沸ではな
いものを含み、それは成分の単純混合物として挙動し、従って蒸発またはボイリングオフ
中に分別蒸留するであろうことを意味する。伝熱システムからの漏洩中に、この分別蒸留
は、より低い沸騰（より高い蒸気圧）成分を先ず装置から漏洩させるであろう。こうして
、伝熱システム内に残る伝熱組成物の蒸気圧は低下するであろう。この圧力降下は測定す
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ることができ、漏洩の早期指標として用いることができる。
【００２３】
　本明細書で用いるところでは、共沸組成物は、単一物質として挙動する２つ以上の物質
の定沸点混合物を含む。共沸組成物を特徴づける一方法は、液体の部分蒸発または蒸留に
よって生み出された蒸気が、それがそれから蒸発するまたは蒸留される液体と同じ組成を
有する、すなわち、混合物が組成変化なしに蒸留される／還流することである。定沸点組
成物は、同じ化合物の非共沸混合物のそれと比べて、それらが最高沸点か最低沸点かのど
ちらかを示すので、共沸として特徴づけられる。共沸組成物は、システムの効率を低下さ
せるかもしれない、運転中に伝熱システム内で分別蒸留しないであろう。さらに、共沸組
成物は伝熱システムからの漏洩時に分別蒸留しないであろう。
【００２４】
　本明細書で用いるところでは、擬共沸組成物（一般に「共沸様組成物」とも言われる）
は、本質的に単一物質として挙動する２つ以上の物質の実質的に定沸点の液体混合物を含
む。擬共沸組成物を特徴づける一方法は、液体の部分蒸発または蒸留によって生み出され
た蒸気が、それがそれから蒸発したまたは蒸留された液体と実質的に同じ組成を有する、
すなわち、混合物が実質的な組成変化なしに蒸留される／還流することである。擬共沸組
成物を特徴づける別の方法は、ある特定の温度での組成物のバブルポイント蒸気圧および
露点蒸気圧が実質的に同じものであることである。本明細書では、組成物の５０質量パー
セントが蒸発またはボイリングオフなどによって除去された後に、元の組成物と元の組成
物の５０質量パーセントが除去された後に残る組成物との間の蒸気圧の差が約１０パーセ
ント未満である場合に組成物は擬共沸である。
【００２５】
　本明細書で用いるところでは、伝熱システムは、伝熱組成物を利用する任意の冷凍シス
テム、冷蔵庫、エアコンシステム、エアコン、ヒートポンプ、冷却装置などであってもよ
い。
【００２６】
　本明細書で用いるところでは、伝熱組成物は、熱を熱源からヒートシンクに運ぶために
使用される組成物を含む。
【００２７】
　本明細書で用いるところでは、冷媒は、液体から気体へおよび気体から液体への相変化
を受ける伝熱組成物として、サイクルで機能する化合物または化合物の混合物を含む。
【００２８】
　本明細書で用いるところでは、用語「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅｓ）」、「含む（ｃｏｍ
ｐｒｉｓｉｎｇ）」、「含まれる（ｉｎｃｌｕｄｅｓ）」、「を含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎ
ｇ）」、「有する（ｈａｓ）」、「有する（ｈａｖｉｎｇ）」またはそれらの任意の他の
変形は、非排他的な包含を網羅することを意図される。例えば、要素のリストを含むプロ
セス、方法、物品、もしくは装置は、それらの要素のみに必ずしも限定されず、明確にリ
ストされないか、またはかかるプロセス、方法、物品、もしくは装置に固有である他の要
素を含んでもよい。さらに、相反する記載がない限り、「または」は、包含的なまたはを
意味し、排他的なまたはを意味しない。例えば、条件ＡまたはＢは、次のいずれか１つで
満たされる：Ａは真であり（または存在し）かつＢは偽である（または存在しない）、Ａ
は偽であり（または存在せず）かつＢは真である（または存在する）、ならびにＡおよび
Ｂの両方とも真である（または存在する）。
【００２９】
　同様に、「ａ」または「ａｎ」の使用は、本明細書に記載される要素および成分を記載
するために用いられる。これは、便宜上および本発明の範囲の一般的な意味を与えるため
に行われるにすぎない。この記載は、１つまたは少なくとも１つを包含すると読まれるべ
きであり、そして単数はまた、それが複数ではないことを意味することが明確でない限り
複数を包含する。
【００３０】
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　特に明確にされない限り、本明細書に用いられるすべての技術的および科学的用語は、
本発明が属する技術の当業者によって一般に理解されるものと同じ意味を有する。本明細
書に記載されるものに類似のまたは等価の方法および材料を本発明の実施形態の実施また
は試験に用いることができるが、好適な方法および材料は以下に記載される。本明細書に
言及されるすべての刊行物、特許出願、特許、および他の参考文献は、特に節が言及され
ない限り、全体が参照により援用される。矛盾が生じた場合には、定義をはじめとして、
本明細書が優先される。加えて、材料、方法、および実施例は例示的であるにすぎず、限
定的であることを意図されない。
【００３１】
組成物
　本発明の一実施態様によれば、本開示は、１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペ
ン（ＣＦ３ＣＦ＝ＣＨＦ，ＨＦＣ－１２２５ｙｅ、またはＲ１２２５ｙｅ）と、少なくと
も１つの追加の化合物とを含む組成物に関する。これらの追加の化合物は表１に示される
。
【００３２】
【表１】

【００３３】
　表１の化合物は、当該技術で公知の方法によって製造されてもよいし、または商業的に
入手可能である。
【００３４】
　この実施形態によれば、本発明の組成物は、
　ａ．約５０質量パーセント～約９９質量パーセントの１，２，３，３，３－ペンタフル
オロプロペンおよび約５０質量パーセント～約１質量パーセントの２，３，３，３－テト
ラフルオロプロペン；
　ｂ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｃ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびシクロプロパン；
　ｄ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロピレン；
　ｅ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびフルオロエタン；
　ｆ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロピレン；
　ｇ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびペンタフルオロエタン；
　ｈ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
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エタン、およびフルオロエタン；
　ｉ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、およびシクロプロパン；
　ｊ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、およびアンモニア；
　ｋ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、およびプロピレン；
　ｌ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタン、およびアンモニア；
　ｍ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタン、およびシクロプロパン；
　ｎ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタン、およびプロパン；
　ｏ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタン、およびプロピレン；または
　ｐ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタン、ペンタフルオロエタン、およびジフルオロメタン
を含んでもよく、または本質的にそれらからなってもよい（少量の他の成分があってもよ
いことを意味する）。
【００３５】
　あるいはまた、本発明の組成物は本質的に、
　ｑ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｒ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびアンモニア；または
　ｓ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１－ジフルオロエタン
からなってもよい。
【００３６】
　この実施形態の組成物は、本明細書では以下、グループＡの組成物と言われるものとす
る。
【００３７】
　ＨＦＣ－１２２５ｙｅは、２つの異なる立体配置異性体、Ｚ－（トランス）またはＥ－
（シス）として存在する。本明細書で用いるところでは、ＨＦＣ－１２２５ｙｅは、Ｚ－
ＨＦＣ－１２２５ｙｅ、Ｅ－ＨＦＣ－１２２５ｙｅ、またはそれらの任意の組み合わせで
あることを意図される。一実施態様では、ＨＦＣ－１２２５ｙｅはＺ－ＨＦＣ－１２２５
ｙｅである。別の実施形態では、ＨＦＣ－１２２５ｙｅはＥ－ＨＦＣ－１２２５ｙｅであ
る。別の実施形態では、ＨＦＣ－１２２５ｙｅは、Ｚ－ＨＦＣ－１２２５ｙｅとＥ－ＨＦ
Ｃ－１２２５ｙｅとの組み合わせである。別の実施形態では、ＨＦＣ－１２２５ｙｅは、
主として（５０％より多い、好ましくは９０％より多い）Ｚ－ＨＦＣ－１２２５ｙｅであ
る異性体の混合物である。
【００３８】
　ＨＦＣ－１２２５ｙｅは、当該技術で公知の方法によって、例えば、１，１，１，２，
２，３－ヘキサフルオロプロパンまたは１，１，１，２，３，３－ヘキサフルオロプロパ
ンの熱的または触媒的脱フッ素水素によって製造されてもよい。
【００３９】
　別の実施形態によれば、本開示は、１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン（Ｃ
Ｆ３ＣＦ＝ＣＨＦ、ＨＦＣ－１２２５ｙｅ、またはＲ１２２５ｙｅ）と、少なくとも１つ
の追加の化合物とを含む組成物に関する。この実施形態によるおよび本明細書に記載され
る組成物のこれらの追加の化合物は、上の表１にリストされている。
【００４０】
　この実施形態によれば、本発明の組成物は、
　ａ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびジフルオロメタン；



(13) JP 2010-534743 A 2010.11.11

10

20

　ｂ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびペンタフルオロエタン；
　ｃ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１，１，２－テトラフル
オロエタン；
　ｄ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよび１，１－ジフルオロエタン；
　ｅ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびシクロプロパン；
　ｆ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペンおよびプロパン；
　ｇ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、２，３，３，３－テトラフルオロ
プロペンおよび１，１，１，２－テトラフルオロエタン；
　ｈ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびジフルオロメタン；
　ｉ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよび１，１－ジフルオロエタン；
　ｊ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびフルオロエタン；ならびに
　ｋ．１，２，３，３，３－ペンタフルオロプロペン、１，１，１，２－テトラフルオロ
エタンおよびプロパン
を含んでもよく、または本質的にそれらからなってもよい（少量の他の成分があってもよ
いことを意味する）。
【００４１】
　この実施形態の組成物は、本明細書では以下グループＢの組成物と言われるものとする
。
【００４２】
　グループＡのおよびグループＢの組成物についての具体的な質量パーセント範囲は、表
２に示される。以下に与えられる範囲のいずれか内に含まれるそれらの範囲を含めること
は本発明の範囲内である。
【００４３】
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【表２】

【００４４】
　本発明は、ゼロのまたは低いオゾン層破壊係数および低い地球温暖化係数（ＧＷＰ）を
有するグループＡおよびグループＢの両方の組成物を提供する。本明細書に開示されるよ
うな組成物は、現在使用中の多くのハイドロフルオロカーボン冷媒より小さい地球温暖化
係数を有するであろう。典型的には、ＨＦＣ－１２２５ｙｅなどの、フルオロオレフィン
は約２５未満のＧＷＰを有すると予期される。本発明の一態様は、１０００未満、５００
未満、１５０未満、１００未満、または５０未満の地球温暖化係数の組成物を提供するこ
とである。
【００４５】
　加えて、不燃性および低ＧＷＰは両方とも、冷媒として使用されるときに組成物にとっ
て望ましい特性である。Ｒ１２３４ｙｆ、Ｒ３２、Ｒ１５２ａ、Ｒ１６１、Ｒ７１７、な
らびに炭化水素（Ｒ２９０、ＲＣ２７０、およびＲ１２７０）はすべて、可燃性化合物で
あることが知られている。一実施態様では、これらの可燃性化合物を含有する表２の代替
品範囲Ｂに提供されるそれらの組成物は、不燃性であると予期される。Ｒ１２５およびＲ
１３４ａは、高ＧＷＰ（すなわち、それぞれ３４００および１３００に等しいＧＷＰ）を
有することが知られている。別の実施形態では、Ｒ１２５またはＲ１３４ａを含有する表
２の代替品範囲Ｂに提供されるそれらの組成物は、全体組成物のＧＷＰに基づいて冷却業
界にもっと受け入れられると予期される。
【００４６】
　本発明のグループＡおよびグループＢの組成物は、表２に示すような所望量の個々の成
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分を組み合わせるための任意の便利な方法によって調製されてもよい。好ましい方法は、
所望成分量を量り、そしてその後成分を適切な容器で組み合わせることである。必要なら
ば、かき混ぜが用いられてもよい。
【００４７】
　本明細書に開示されるようなグループＡのおよびグループＢの組成物は、冷凍、エアコ
ン、またはヒートポンプシステムで、湿気の除去に役立つための乾燥剤と組み合わせて使
用されてもよい。乾燥剤は、活性アルミナ、シリカゲル、またはゼオライト－ベースのモ
レキュラーシーブからなってもよい。代表的なモレキュラーシーブには、ＭＯＬＳＩＶ　
ＸＨ－７、ＸＨ－６、ＸＨ－９およびＸＨ－１１（ＵＯＰ　ＬＬＣ（Ｄｅｓ　Ｐｌａｉｎ
ｅｓ，ＩＬ））が含まれる。ＨＦＣ－３２などの小分子サイズの冷媒のためには、ＸＨ－
１１乾燥剤が好ましい。
【００４８】
　本明細書に開示されるようなグループＡのおよびグループＢの組成物は、ポリアルキレ
ングリコール、ポリオールエステル、ポリビニルエーテル、鉱油、アルキルベンゼン、合
成パラフィン、合成ナフテン、およびポリ（アルファ）オレフィンからなる群から選択さ
れた少なくとも１つの潤滑油をさらに含んでもよい。
【００４９】
　本発明の潤滑油は、冷凍またはエアコン装置での使用に好適なものを含む。これらの潤
滑油の中には、クロロフルオロカーボン冷媒を利用する蒸気圧縮冷凍装置に通常使用され
るものがある。本発明の潤滑油は、圧縮冷凍潤滑の分野で「鉱油」として一般に知られる
ものを含んでもよい。鉱油はパラフィン（すなわち、直鎖および分岐鎖炭素鎖、飽和炭化
水素）、ナフテン（すなわち、環式パラフィン）ならびに芳香族化合物（すなわち、交互
二重結合によって特徴づけられる１つまたは複数の環を含有する不飽和の環式炭化水素）
を含む。本発明の潤滑油は、圧縮冷凍潤滑の分野で「合成油」として一般に知られるもの
をさらに含む。合成油はアルキルアリール（すなわち線状および分岐アルキルのアルキル
ベンゼン）、合成パラフィンおよびナフテン、ならびにポリ（アルファオレフィン）を含
む。本発明の代表的な従来型潤滑油は、商業的に入手可能なＢＶＭ　１００Ｎ（ＢＶＡ　
Ｏｉｌｓによって販売されるパラフィン系鉱油）、商標Ｓｕｎｉｓｏ（登録商標）３ＧＳ
およびＳｕｎｉｓｏ（登録商標）５ＧＳでＣｒｏｍｐｔｏｎ　Ｃｏ．から商業的に入手可
能なナフテン系鉱油、商標Ｓｏｎｔｅｘ（登録商標）３７２ＬＴでＰｅｎｎｚｏｉｌから
商業的に入手可能なナフテン系鉱油、商標Ｃａｌｕｍｅｔ（登録商標）ＲＯ－３０でＣａ
ｌｕｍｅｔ　Ｌｕｂｒｉｃａｎｔｓから商業的に入手可能なナフテン系鉱油、商標Ｚｅｒ
ｏｌ（登録商標）７５、Ｚｅｒｏｌ（登録商標）１５０およびＺｅｒｏｌ（登録商標）５
００でＳｈｒｉｅｖｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓから商業的に入手可能な線状アルキルベンゼ
ン、ならびにＨＡＢ２２（新日本石油株式会社によって販売される分岐アルキルベンゼン
）である。
【００５０】
　本発明の潤滑油はハイドロフルオロカーボン冷媒と一緒の使用をデザインされたものを
さらに含み、圧縮冷凍およびエアコン装置の運転条件下で本発明の冷媒と混和性である。
かかる潤滑油には、キャストロール（Ｃａｓｔｒｏｌ）（登録商標）１００（キャストロ
ール、英国（Ｃａｓｔｒｏｌ、Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ））などのポリオールエス
テル（ＰＯＥ）、ダウ（Ｄｏｗ）（ダウ・ケミカル、ミシガン州ミッドランド（Ｄｏｗ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎ））製のＲＬ－４８８Ａなどのポ
リアルキレングリコール（ＰＡＧ）、ポリビニルエーテル（ＰＶＥ）ならびにポリカーボ
ネート（ＰＣ）が含まれるが、それらに限定されない。
【００５１】
　本発明のグループＡおよびグループＢの組成物と共に用いられる潤滑油は、所与の圧縮
機の要件および潤滑油が曝されるであろう環境を考慮することによって選択される。
【００５２】
　炭化水素を含有する本明細書に記載されるグループＡのおよびグループＢのそれらの組
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成物は、鉱油などの、従来型冷凍潤滑油との向上した混和性を提供するかもしれない。従
って、既存機器の改造のためのこれらの炭化水素含有組成物の使用は、コストのかかる、
時間を消費する潤滑油交換プロセスを必要としないであろう。
【００５３】
　本明細書に開示されるようなグループＡのおよびグループＢの組成物は、相溶化剤、Ｕ
Ｖ染料、可溶化剤、トレーサー、安定剤、パーフルオロポリエーテル（ＰＦＰＥ）、およ
び官能化パーフルオロポリエーテルからなる群から選択された添加剤をさらに含んでもよ
い。
【００５４】
　本発明のグループＡのおよびグループＢの組成物は、約０．０１質量パーセント～約５
質量パーセントの安定剤、フリーラジカル捕捉剤または酸化防止剤をさらに含んでもよい
。かかる他の添加剤には、ニトロメタン，ヒンダードフェノール、ヒドロキシルアミン、
チオール、ホスファイト、またはラクトンが含まれるが、それらに限定されない。単一の
添加剤または組み合わせが使用されてもよい。
【００５５】
　場合により、ある種の冷凍またはエアコンシステム添加剤が、性能およびシステム安定
性を高めるために本発明の組成物に、要望通り、添加されてもよい。これらの添加剤は、
冷凍およびエアコンの分野で公知であり、摩耗防止剤、極圧潤滑油、腐食および酸化防止
剤、金属表面不活性化剤、フリーラジカル捕捉剤、および泡制御剤を含むが、それらに限
定されない。一般に、これらの添加剤は、全体組成物に対して少量で本発明組成物中に存
在してもよい。典型的には、約０．１質量パーセント未満から約３質量パーセントほどに
多い濃度の各添加剤が使用される。これらの添加剤は、個々のシステム要件に基づいて選
択される。これらの添加剤には、トリアリールホスフェートの系統、ブチル化トリフェニ
ルホスフェート（ＢＴＰＰ）、または他のアルキル化トリアリールホスフェートエステル
、例えば、Ａｋｚｏ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ製のＳｙｎ－０－Ａｄ　８４７８、トリクレジ
ルホスフェートおよび関連化合物などの、ＥＰ（極圧）潤滑性添加剤の系統が含まれる。
さらに、金属ジアルキルジチオホスフェート（例えばジチオリン酸ジアルキル亜鉛または
ＺＤＤＰ、リューブリゾール（Ｌｕｂｒｉｚｏｌ）１３７５）およびこの族の化学薬品の
他のメンバーが本発明の組成物に使用されてもよい。他の耐摩耗性添加剤には、天然物油
、およびシナーゴル（Ｓｙｎｅｒｇｏｌ）ＴＭＳ（インターナショナル・リューブリカン
ツ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｌｕｂｒｉｃａｎｔｓ））などの非対称ポリヒドロキ
シル潤滑添加剤が含まれる。同様に、酸化防止剤、フリーラジカル捕捉剤、および水捕捉
剤などの安定剤が用いられてもよい。このカテゴリーの化合物には、ブチル化ヒドロキシ
トルエン（ＢＨＴ）、エポキシドおよびそれらの混合物が含まれ得るが、それらに限定さ
れない。腐食防止剤には、ドデシルコハク酸（ＤＤＳＡ）、アミンホスフェート（ＡＰ）
、オレイルサルコシン、イミダゾン誘導体および置換スルホネートが含まれる。金属表面
不活性化剤には、アレオキサリル（ａｒｅｏｘａｌｙｌ）ビス（ベンジリデン）ヒドラジ
ド（ＣＡＳ登録番号６６２９－１０－３）、Ｎ，Ｎ’－ビス（３，５－ジ－第三ブチル－
４－ヒドロキシヒドロシンナモイルヒドラジン（ＣＡＳ登録番号３２６８７－７８－８）
、２，２’－オキサミドビス－エチル－（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシヒド
ロシンナメート（ＣＡＳ登録番号７０３３１－９４－１）、Ｎ，Ｎ’－（ジサリシリデン
）－１，２－ジアミノプロパン（ＣＡＳ登録番号９４－９１－７）ならびにエチレンジア
ミン四酢酸（ＣＡＳ登録番号６０－００－４）およびその塩、ならびにそれの混合物が含
まれる。
【００５６】
　追加の添加剤には、ヒンダードフェノール、チオホスフェート、ブチル化トリフェニル
ホスホロチオネート、オルガノホスフェート、またはホスファイト、アリールアルキルエ
ーテル、テルペン、テルペノイド、エポキシド、フッ素化エポキシド、オキセタン、アス
コルビン酸、チオール、ラクトン、チオエーテル、アミン、ニトロメタン、アルキルシラ
ン、ベンゾフェノン誘導体、アリールスルフィド、ジビニルテレフタル酸、ジフェニルテ
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レフタル酸、イオン液体、およびそれらの混合物からなる群から選択された少なくとも１
つの化合物を含む安定剤が含まれる。代表的な安定剤化合物には、トコフェロール；ヒド
ロキノン；ｔ－ブチルヒドロキノン；モノチオホスフェート；および、商標Ｉｒｇａｌｕ
ｂｅ（登録商標）６３でＣｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ（Ｂａｓｅ
ｌ，Ｓｗｉｔｚｅｒｌａｎｄ）、本明細書では以下「Ｃｉｂａ」から商業的に入手可能な
、ジチオホスフェート；それぞれ、商標Ｉｒｇａｌｕｂｅ（登録商標）３５３およびＩｒ
ｇａｌｕｂｅ（登録商標）３５０でＣｉｂａから商業的に入手可能な、ジアルキルチオホ
スフェートエステル；商標Ｉｒｇａｌｕｂｅ（登録商標）２３２でＣｉｂａから商業的に
入手可能な、ブチル化トリフェニルホスホロチオネート；商標Ｉｒｇａｌｕｂｅ（登録商
標）３４９（Ｃｉｂａ）でＣｉｂａから商業的に入手可能な、アミンホスフェート；Ｉｒ
ｇａｆｏｓ（登録商標）１６８としてＣｉｂａから商業的に入手可能な、ヒンダードホス
ファイト；商標Ｉｒｇａｆｏｓ（登録商標）ＯＰＨでＣｉｂａから商業的に入手可能な、
トリス－（ジ－第三ブチルフェニル）などのホスフェート；（ジ－ｎ－オクチルホスファ
イト）；および商標Ｉｒｇａｆｏｓ（登録商標）ＤＤＰＰでＣｉｂａから商業的に入手可
能な、イソ－デシルジフェニルホスファイト；アニソール；１，４－ｄジメトキシベンゼ
ン；１，４－ジエトキシベンゼン；１，３，５－トリメトキシベンゼン；ｄ－リモネン；
レチナール；ピネン；メントール；ビタミンＡ；テルピネン；ジペンテン；リコピン；ベ
ータカロテン；ボルナン；１，２－プロピレンオキシド；１，２－ブチレンオキシド；ｎ
－ブチルグリシジルエーテル；トリフルオロメチルオキシラン；１，１－ビス（トリフル
オロメチル）オキシラン；ＯＸＴ－１０１（東亜合成株式会社）などの、３－エチル－３
－ヒドロキシメチル－オキセタン；ＯＸＴ－２１１（東亞合成株式会社）などの、３－エ
チル－３－（（フェノキシ）メチル）－オキセタン；ＯＸＴ－２１２（東亞合成株式会社
）などの、３－エチル－３－（（２－エチル－ヘキシルオキシ）メチル）－オキセタン；
アスコルビン酸；メタンチオール（メチルメルカプタン）；エタンチオール（エチルメル
カプタン）；補酵素Ａ；ジメルカプトコハク酸（ＤＭＳＡ）；グレープフルーツメルカプ
タン（（Ｒ）－２－（４－メチル－３－シクロヘキセニル）プロパン－２－チオール））
；システイン（（Ｒ）－２－アミノ－３－スルファニル－プロパン酸）；リポアミド（１
，２－ジチオラン－３－ペンタンアミド）；商標Ｉｒｇａｎｏｘ（登録商標）ＨＰ－１３
６でＣｉｂａから商業的に入手可能な、５，７－ビス（１，１－ジメチルエチル）－３－
［２，３（または３，４）－ジメチルフェニル］－２（３Ｈ）－ベンゾフラノン；ベンジ
ルフェニルスルフィド；ジフェニルスルフィド；ジイソプロピルアミン；商標Ｉｒｇａｎ
ｏｘ（登録商標）ＰＳ　８０２（Ｃｉｂａ）でＣｉｂａから商業的に入手可能な、ジオク
タデシル３，３’－チオジプロピオネート；商標Ｉｒｇａｎｏｘ（登録商標）ＰＳ　８０
０でＣｉｂａから商業的に入手可能な、ジドデシル３，３’－チオジプロピオネート；商
標Ｔｉｎｕｖｉｎ（登録商標）７７０でＣｉｂａから商業的に入手可能な、ジ－（２，２
，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート；商標Ｔｉｎｕｖｉｎ（登録商標
）６２２ＬＤ（Ｃｉｂａ）でＣｉｂａから商業的に入手可能な、ポリ（Ｎ－ヒドロキシエ
チル－２，２，６，６－テトラメチル－４－ヒドロキシ－ピペリジルスクシネート；メチ
ルビスタローアミン；ビスタローアミン；フェノール－アルファ－ナフチルアミン；ビス
（ジメチルアミノ）メチルシラン（ＤＭＡＭＳ）；トリス（トリメチルシリル）シラン（
ＴＴＭＳＳ）；ビニルトリエトキシシラン；ビニルトリメトキシシラン；２，５－ジフル
オロベンゾフェノン；２’，５’－ジヒドロキシアセトフェノン；２－アミノベンゾフェ
ノン；２－クロロベンゾフェノン；ベンジルフェニルスルフィド；ジフェニルスルフィド
；ジベンジルスルフィド；イオン液体などが含まれるが、それらに限定されない。
【００５７】
　イオン液体安定剤は、少なくとも１つのイオン液体を含む。イオン液体は、室温（おお
よそ２５℃）で液体である有機塩である。別の実施形態では、イオン液体安定剤は、ピリ
ジニウム、ピリダジニウム、ピリミジニウム、ピラジニウム、イミダゾリウム、ピラゾリ
ウム、チアゾリウム、オキサゾリウムおよびトリアゾリウムからなる群から選択された陽
イオンと；［ＢＦ４］－、［ＰＦ６］－、［ＳｂＦ６］－、［ＣＦ３ＳＯ３］－、［ＨＣ
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Ｆ２ＣＦ２ＳＯ３］－、［ＣＦ３ＨＦＣＣＦ２ＳＯ３］－、［ＨＣＣｌＦＣＦ２ＳＯ３］
－、［（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ］－、［（ＣＦ３ＣＦ２ＳＯ２）２Ｎ］－、［（ＣＦ３ＳＯ

２）３Ｃ］－、［ＣＦ３ＣＯ２］－、およびＦ－からなる群から選択された陰イオンとを
含有する塩を含む。代表的なイオン液体安定剤には、それらのすべてがＦｌｕｋａ（Ｓｉ
ｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ）から入手可能である、ｅｍｉｍ　ＢＦ４（１－エチル－３－メ
チルイミダゾリウムテトラフルオロボレート）；ｂｍｉｍ　ＢＦ４（１－ブチル－３－メ
チルイミダゾリウムテトラフルオロボレート）；ｅｍｉｍ　ＰＦ６（１－エチル－３－メ
チルイミダゾリウムヘキサフルオロホスフェート）；およびｂｍｉｍ　ＰＦ６（１－ブチ
ル－３－メチルイミダゾリウムヘキサフルオロホスフェート）が含まれる。
【００５８】
　一実施態様では、本明細書に開示されるようなグループＡのおよびグループＢの組成物
は、パーフルオロポリエーテルをさらに含んでもよい。パーフルオロポリエーテルの共通
の特性は、パーフルオロアルキルエーテル部分の存在である。パーフルオロポリエーテル
は、パーフルオロポリアルキルエーテルと同義語である。頻繁に用いられる他の同義語に
は、「ＰＦＰＥ」、「ＰＦＡＥ」、「ＰＦＰＥオイル」、「ＰＦＰＥ流体」、および「Ｐ
ＦＰＡＥ」が含まれる。例えば、ＣＦ３－（ＣＦ２）２－Ｏ－［ＣＦ（ＣＦ３）－ＣＦ２

－Ｏ］ｊ’－Ｒ’ｆの式を有するパーフルオロポリエーテルは、商標Ｋｒｙｔｏｘ（登録
商標）でＤｕＰｏｎｔから商業的に入手可能である。この式中、ｊ’は、２～１００（両
端を含む）であり、Ｒ’ｆはＣＦ２ＣＦ３、Ｃ３～Ｃ６パーフルオロアルキル基であるか
、またはそれらの組み合わせである。
【００５９】
　商標Ｆｏｍｂｌｉｎ（登録商標）およびＧａｌｄｅｎ（登録商標）でＡｕｓｉｍｏｎｔ
（Ｍｉｌａｎ，Ｉｔａｌｙ）から商業的に入手可能な、パーフルオロオレフィン光酸化に
よって製造された、他のＰＦＰＥもまた使用することができる。商標Ｆｏｍｂｌｉｎ（登
録商標）－Ｙで商業的に入手可能なＰＦＰＥは、ＣＦ３Ｏ（ＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）－Ｏ－
）ｍ’（ＣＦ２－Ｏ－）ｎ’－Ｒ１ｆの式を有することができる。ＣＦ３Ｏ［ＣＦ２ＣＦ
（ＣＦ３）Ｏ］ｍ’（ＣＦ２ＣＦ２Ｏ）ｏ’（ＣＦ２Ｏ）ｎ’－Ｒ１ｆもまた好適である
。この式中、Ｒ１ｆはＣＦ３、Ｃ２Ｆ５、Ｃ３Ｆ７、またはそれらの２つ以上の組み合わ
せであり；（ｍ’＋ｎ’）は、８～４５（両端を含む）であり；ｍ／ｎは、２０～１００
０（両端を含む）であり；ｏ’は１であり；（ｍ’＋ｎ’＋ｏ’）は、８～４５（両端を
含む）であり；ｍ’／ｎ’は、２０～１０００（両端を含む）である。
【００６０】
　商標Ｆｏｍｂｌｉｎ（登録商標）－Ｚで商業的に入手可能なＰＦＰＥは、ＣＦ３Ｏ（Ｃ
Ｆ２ＣＦ２－Ｏ－）ｐ’（ＣＦ２－Ｏ）ｑ’ＣＦ３（式中、（ｐ’＋ｑ’）は４０～１８
０であり、ｐ’／ｑ’は０．５～２である（両端を含む））の式を有することができる。
【００６１】
　ダイキン工業株式会社（日本）から商標ＤｅｍｎｕｍＴＭで商業的に入手可能な、別の
系統のＰＦＰＥもまた使用することができる。それは、２，２，３，３－テトラフルオロ
オキセタンの順次オリゴマー化およびフッ素化によって製造することができ、Ｆ－［（Ｃ
Ｆ２）３－Ｏ］ｔ’－Ｒ２ｆ（式中、Ｒ２ｆはＣＦ３、Ｃ２Ｆ５、またはそれらの組み合
わせであり、ｔ’は、２～２００（両端を含む）である）の式をもたらす。
【００６２】
　パーフルオロポリエーテルの２つの末端基は、独立して、官能化されているかまたは官
能化されていないものであることができる。官能化されていないパーフルオロポリエーテ
ルでは、末端基は、分岐鎖かまたは直鎖のパーフルオロアルキルラジカル末端基であるこ
とができる。かかるパーフルオロポリエーテルの例は、Ｃｒ’Ｆ（２ｒ’＋１）－Ａ－Ｃ

ｒ’Ｆ（２ｒ’＋１）（式中、各ｒ’は独立して３～６であり；Ａは、Ｏ－（ＣＦ（ＣＦ

３）ＣＦ２－Ｏ）ｗ’、Ｏ－（ＣＦ２－Ｏ）ｘ’（ＣＦ２ＣＦ２－Ｏ）ｙ’、Ｏ－（Ｃ２

Ｆ４－Ｏ）ｗ’、Ｏ－（Ｃ２Ｆ４－Ｏ）ｘ’（Ｃ３Ｆ６－Ｏ）ｙ’、Ｏ－（ＣＦ（ＣＦ３

）ＣＦ２－Ｏ）ｘ’（ＣＦ２－Ｏ）ｙ’、Ｏ－（ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２－Ｏ）ｗ’、Ｏ－（
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ＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２－Ｏ）ｘ’（ＣＦ２ＣＦ２－Ｏ）ｙ’－（ＣＦ２－Ｏ）ｚ’、また
はそれらの２つ以上の組み合わせであることができ；好ましくはＡはＯ－（ＣＦ（ＣＦ３

）ＣＦ２－Ｏ）ｗ’、Ｏ－（Ｃ２Ｆ４－Ｏ）ｗ’、Ｏ－（Ｃ２Ｆ４－Ｏ）ｘ’（Ｃ３Ｆ６

－Ｏ）ｙ’、Ｏ－（ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２－Ｏ）ｗ’、またはそれらの２つ以上の組み合わ
せであり；ｗ’は４～１００であり；ｘ’およびｙ’はそれぞれ独立して１～１００であ
る）の式を有することができる。具体的な例には、Ｆ（ＣＦ（ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ）９

－ＣＦ２ＣＦ３、Ｆ（ＣＦ（ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ）９－ＣＦ（ＣＦ３）２、およびそれ
らの組み合わせが含まれるが、それらに限定されない。かかるＰＦＰＥでは、３０％以下
のハロゲン原子は、例えば、塩素原子などの、フッ素以外のハロゲンであることができる
。
【００６３】
　パーフルオロポリエーテルの２つの末端基はまた、独立して、官能化されていることが
できる。典型的な官能化末端基は、エステル、ヒドロキシル、アミン、アミド、シアノ、
カルボン酸およびスルホン酸からなる群から選択することができる。
【００６４】
　代表的なエステル末端基には、－ＣＯＯＣＨ３、－ＣＯＯＣＨ２ＣＨ３、－ＣＦ２ＣＯ
ＯＣＨ３、－ＣＦ２ＣＯＯＣＨ２ＣＨ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＯＯＣＨ３、－ＣＦ２ＣＦ２

ＣＯＯＣＨ２ＣＨ３、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＯＯＣＨ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＯＯＣＨ３

、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＯＯＣＨ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＯＯＣＨ３が含ま
れる。
【００６５】
　代表的なヒドロキシル末端基には、－ＣＦ２ＯＨ、－ＣＦ２ＣＦ２ＯＨ、－ＣＦ２ＣＨ

２ＯＨ、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＯＨ、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２

ＣＨ２ＯＨが含まれる。
【００６６】
　代表的なアミン末端基には、－ＣＦ２ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＦ２ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ

２ＣＨ２ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＮＲ１Ｒ
２、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＮＲ１Ｒ２（式中、Ｒ１およびＲ２は独立して、Ｈ、Ｃ
Ｈ３、またはＣＨ２ＣＨ３である）が含まれる。
【００６７】
　代表的なアミド末端基には、－ＣＦ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＦ２Ｃ（Ｏ）Ｎ
Ｒ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＨ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１Ｒ
２、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１Ｒ２、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｎ
Ｒ１Ｒ２（式中、Ｒ１およびＲ２は独立して、Ｈ、ＣＨ３、またはＣＨ２ＣＨ３である）
が含まれる。
【００６８】
　代表的なシアノ末端基には、－ＣＦ２ＣＮ、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＮ、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＮ
、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＮ、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＮ、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２

ＣＮが含まれる。
【００６９】
　代表的なカルボン酸末端基には、－ＣＦ２ＣＯＯＨ、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＯＯＨ、－ＣＦ

２ＣＨ２ＣＯＯＨ、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＯＯＨ、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＯＯＨ、－
ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＯＯＨが含まれる。
【００７０】
　代表的なスルホン酸末端基には、－Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－Ｓ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－
ＣＦ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＨ

２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２Ｃ
Ｈ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ
３、－ＣＦ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２Ｃ
Ｈ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＨ
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２ＣＨ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２Ｓ（Ｏ）（Ｏ）ＯＲ３、－
ＣＦ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－ＣＦ２ＣＦ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－ＣＦ２ＣＨ２Ｏ
Ｓ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ

２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４、－ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＳ（Ｏ）（Ｏ）Ｒ４（式中、Ｒ
３はＨ、ＣＨ３、ＣＨ２ＣＨ３、ＣＨ２ＣＦ３、ＣＦ３、またはＣＦ２ＣＦ３であり、Ｒ
４はＣＨ３、ＣＨ２ＣＨ３、ＣＨ２ＣＦ３、ＣＦ３、またはＣＦ２ＣＦ３である）が含ま
れる。
【００７１】
　一実施態様では、グループＡおよびグループＢの組成物は、発泡体の製造に使用するた
めの発泡剤として使用されてもよい。このように、本発明によれば、かかる発泡剤から製
造された発泡体、好ましくはポリウレタンおよびポリイソシアネート発泡体、ならびにか
かる発泡体の製造方法が提供される。かかる発泡体の実施形態では、グループＡまたはグ
ループＢの組成物の１つ以上が発泡剤として含められ、発泡性組成物に加えられ、この発
泡性組成物は、発泡体を形成するために有効な条件下に反応させられる。かかる条件は、
適切な条件下に反応し、発泡して発泡体または多孔質構造体を形成することができる１つ
以上の追加の成分の使用を含んでもよい。当該技術で公知の方法のいずれかが用いられて
も、または本発明の発泡体実施形態に従って用いるために適合させられてもよい。
【００７２】
　別の実施形態では、本開示は、スプレー可能な組成物での噴射剤としてのグループＡま
たはグループＢの組成物の使用に関する。別の実施形態では、本発明は、グループＡまた
はグループＢの組成物を含むスプレー可能な組成物に関する。別の実施形態では、スプレ
ー可能な組成物は、不活性成分と一緒にスプレーされるべき活性成分、溶剤および他の材
料をさらに含む。一実施態様では、スプレー可能な組成物はエアゾールである。スプレー
されるべき好適な活性物質には、無制限に、抗喘息および抗口臭薬剤などの医薬物質だけ
でなく脱臭剤、香料、ヘアスプレー、クリーナー、および艶出剤などの化粧品物質が含ま
れる。
【００７３】
　一実施態様では、本開示は、噴射剤として機能するグループＡまたはグループＢの組成
物をエアゾール容器中の活性成分に加える工程を含むエアゾール製品の製造方法を提供す
る。
【００７４】
　別の実施形態は、グループＡまたはグループＢの組成物を含む流体と火炎を接触させる
工程を含む、火炎の抑制方法を提供する。火炎を本組成物と接触させるための任意の好適
な方法が用いられてもよい。例えば、本明細書に記載の組成物は火炎上へスプレーされて
も、かけられるなどされてもよく、または火炎の少なくとも一部が火炎抑制組成物中に浸
けられてもよい。本明細書での教示を考慮に入れると、当業者は、様々な従来の装置およ
び火炎抑制の方法を本開示での使用のために容易に構成することができるであろう。
【００７５】
　さらなる実施形態は、グループＡまたはグループＢの組成物を含む試剤を提供する工程
と、該試剤を加圧吐出システムに配置する工程と、該試剤をある区域へ吐出して当該区域
で火を消すまたは抑制する工程とを含むトータル－フラッド（ｔｏｔａｌ－ｆｌｏｏｄ）
用途での火の消火または抑制方法を提供する。
【００７６】
　別の実施形態は、グループＡまたはグループＢの組成物を含む試剤を提供する工程と、
該試剤を加圧吐出システムに配置する工程と、該試剤をある区域へ吐出して火災または爆
発が起こるのを防ぐ工程とを含む火災または爆発を防止するための区域の不活性化方法を
提供する。
【００７７】
　用語「消火」は通常火の完全な排除を意味するために用いられるが、「抑制」はしばし
ば、火災または爆発の減少を意味するために用いられるが、それらの完全排除を必ずしも
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意味しない。本明細書で用いるところでは、用語「消火」および「抑制」は同じ意味で用
いられるであろう。４つの一般的なタイプのハロカーボン火災および爆発防護用途がある
。（１）トータル－フラッド消火および／または抑制用途では、試剤は、既存の火を消す
または抑制するのに十分な濃度を達成するために空間へ吐出される。トータルフラッディ
ング用途には、航空機エンジン室および車両でのエンジン室などの特殊な、しばしば占有
されていない空間だけでなくコンピュータ室などの閉鎖された、潜在的に占有された空間
の防護が含まれる。（２）ストリーミング用途では、試剤は火上へまたは火の領域へ直接
適用される。これは通常、手動操作のホイール付きまたは持ち運びできるユニットを用い
て成し遂げられる。ストリーミング用途として含まれる第２の方法は、試剤を１つまたは
複数の固定ノズルから火に向けて吐出する「局在化」システムを用いる。局在化システム
は手動でかまたは自動的にかのどちらかで活性化されてもよい。（３）爆発抑制では、本
明細書に記載の組成物は、既に開始した爆発を抑制するために吐出される。用語「抑制」
は、爆発が通常自己限定的であるのでこの用途で一般に用いられる。しかしながら、この
用語の使用は、爆発が試剤によって消滅されないことを必ずしも暗示しない。本出願では
、検出器が通常爆発からの火柱の拡大を検出するために用いられ、試剤が爆発を抑制する
ために迅速に吐出される。爆発抑制は、防御用途で主として、しかし専らではなく用いら
れる。（４）不活性化（ｉｎｅｒｔｉｏｎ）では、グループＡまたはグループＢの組成物
が、ある空間へ吐出されて爆発または火災が開始されるのを防ぐ。しばしば、トータル－
フラッド消火または抑制のために用いられるものに類似のまたは同一のシステムが用いら
れる。通常、危険な状態（例えば、引火性または爆発性ガスの危険な濃度）の存在が検出
され、本明細書に記載の組成物が次に吐出されて状態が改善され得るまで爆発または火災
が起こるのを防ぐ。
【００７８】
　消火方法は、火を取り囲む閉鎖区域へ組成物を導入することによって実施することがで
きる。導入の公知方法のいずれかを、適切な量の組成物が適切な間隔で閉鎖区域へ計量供
給されるという条件で利用することができる。例えば、組成物は、火を取り囲む閉鎖区域
へ組成物を、例を挙げると、通常の持ち運びできる（または固定の）消火機器を用いて、
ストリーミングすることによって、噴霧することによって、またはフラッディングするこ
とによって、例を挙げると、放出することによって（適切な配管、バルブおよびコントロ
ールを用いて）導入することができる。組成物は場合により、利用されるストリーミング
またはフラッディング機器からの組成物の吐出の速度を上げるために、不活性の噴射剤、
例を挙げると、窒素、アルゴン、グリシジルアジドポリマーの分解生成物または二酸化炭
素と組み合わせることができる。
【００７９】
　一実施形態では、消火プロセスは、グループＡまたはグループＢの組成物を火または火
炎を消すのに十分な量で火または火炎に導入することを含む。当業者は、特定の火を消す
ために必要とされる火炎抑制剤の量は危険の性質および程度に依存することを認めるであ
ろう。火炎抑制剤がフラッディングによって導入されるべきであるとき、カップバーナー
試験データがある特定タイプおよびサイズの火を消すために必要とされる火炎抑制剤の量
および濃度を決定するのに有用である。
【００８０】
　一実施態様では、滅菌剤混合物は、エチレンオキシドとグループＡまたはグループＢの
組成物とを含む共沸混合物または共沸混合物様組成物である。別の実施形態では、滅菌剤
混合物は、エチレンオキシドとグループＡまたはグループＢの組成物とを含む非共沸混合
物（または不共沸混合物）組成物である。
【００８１】
　一実施態様では、滅菌剤混合物は、診断内視鏡、注射器などのプラスチック商品、手袋
、試験管、培養器およびペースメーカーなどの、医療機器および医療材料；チューブ材料
、カテーテルおよびシート材料などのゴム製品；針、外科用メスおよび酸素試験具などの
器具；ならびに拡張器、ポンプ、モーターおよび眼内レンズなどの他の品目を含むが、そ
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れらに限定されない、非常に多数の物品を滅菌するために使用されてもよい。別の実施形
態では、本発明の滅菌剤混合物は、種などの、ある種の食料品と、毛皮製品、寝具類、紙
商品、ならびに飛行機、列車、および船の積み荷領域などの輸送機器などの他の品目とを
含むがそれらに限定されない医療分野以外の品目のための燻蒸剤として使用されてもよい
。
【００８２】
　一実施態様では、本滅菌剤混合物は、すべての形態の生物、特に望ましくない昆虫、細
菌、ウィルス、かび、真菌類、および他の微生物に対して有効であり得る。
【００８３】
　別の実施形態では、本開示は、エチレンオキシドとグループＡまたはグループＢの組成
物とを含む滅菌剤混合物と物品を接触させる工程を含む物品の滅菌方法を提供する。
【００８４】
　一実施態様では、物品の滅菌方法は、所望の程度の滅菌を達成するのに有効であるよう
な条件下および期間、滅菌されるべき物品を本滅菌剤混合物に接触させる工程を含む、当
該技術で公知の任意の方法で成し遂げられてもよい。別の実施形態では、本方法は、滅菌
されるべき物品を容器中に入れ、容器から空気を排気し、容器を加湿し、物品を本滅菌剤
混合物に有効な期間接触させることによって達成される。一実施態様では、加湿は、約３
０～約８０パーセントの容器内の相対湿度を生み出す。
【００８５】
　滅菌のための有効な期間は、用いられる温度、圧力、相対湿度、具体的な滅菌剤混合物
および滅菌中の材料を含む多数の要因に依存するであろう。あるいはまた、幾つかの多孔
性物品は、ポリエチレン袋に密封された物品が必要とするより短い接触時間を必要とする
かもしれない。さらに、別の実施形態では、ある種の細菌は特に耐性があり、従って滅菌
のためにより長い接触時間を必要とするかもしれない。
【００８６】
　別の実施形態では、グループＡのおよびグループＢの組成物は、冷媒として使用されて
もよい。冷却システムでのおよび冷却を行う方法でのかかる冷媒の使用は以下に記載され
る。
【００８７】
冷却装置
　一実施態様では、グループＡのおよびグループＢの組成物は、冷却装置で冷媒として使
用されてもよい。冷却装置は、エアコン／冷凍装置のタイプである。２つのタイプの水冷
式却装置、蒸気圧縮冷却装置および吸収冷却装置が入手可能である。本開示は、蒸気圧縮
冷却装置に関する。かかる蒸気圧縮冷却装置は、図１に示されるフラデッドエバポレータ
ー冷却装置、または図２に示される直接膨張式冷却装置のどちらかであってもよい。フラ
デッドエバポレーター冷却装置および直接膨張式冷却装置の両方とも、空冷式かまたは水
冷式であってもよい。冷却装置が水冷式である実施形態では、かかる冷却装置は、システ
ムからの放熱のための冷却塔と一般に関係がある。冷却装置が空冷式である実施形態では
、冷却装置は、システムから熱を放出するための冷媒－空気フィン付き－チューブ（ｒｅ
ｆｒｉｇｅｒａｎｔ－ｔｏ－ａｉｒ　ｆｉｎｎｅｄ－ｔｕｂｅ）凝縮器コイルおよびファ
ンを備え付けている。空冷式冷却装置システムは一般に、冷却塔と水ポンプとを含む等価
能力の水冷式冷却装置システムよりコストがかからない。しかしながら、水冷システムは
、凝縮温度がより低いために、多くの運転条件下でより効率的であり得る。
【００８８】
　フラデッドエバポレーター冷却装置および直接膨張式冷却装置の両方を含む冷却装置は
、ホテル、オフィスビル、病院、大学などを含む大きな商業ビルに快適な空調（空気の冷
却および除湿）を提供するために、空気処理および分配システムと結合されてもよい。別
の実施形態では、冷却装置、最も可能性が高い空冷式の直接膨張式冷却装置は、海軍潜水
艦および水上艦で追加の実用性を見いだしてきた。
【００８９】



(23) JP 2010-534743 A 2010.11.11

10

20

30

40

50

　冷却装置の運転方法を例示するために、図を参照する。水冷式フラデッドエバポレータ
ー冷却装置が図１に例示される。この冷却装置では、水であってもよい、暖かい液体であ
る第１冷却媒体と、幾つかの実施形態では、グリコールなどの添加剤とが、エバポレータ
ーコイル９を通って、矢印３で入るように示される、ビル冷却システムなどの、冷却シス
テムから冷却装置に入る。第１冷却媒体は、エバポレーターの下方部分に示される液体冷
媒によってエバポレーターで冷却される。液体冷媒は、コイル９を通って流れる暖かい冷
却媒体よりも低い温度で蒸発する。冷却された冷却媒体は、コイル９のリターン部分を経
て矢印４で示されるように、ビル冷却システムへ逆再循環する。図１のエバポレーター６
の下方部分に示される液体冷媒は、蒸発し、圧縮機７に吸い込まれ、圧縮機は冷媒蒸気の
圧力および温度を高める。圧縮機は、冷媒蒸気がエバポレーターから出たときの冷媒蒸気
の温度よりも高い温度でそれが凝縮器５中で凝縮できるようにこの蒸気を圧縮する。水冷
式冷却装置の場合に液体である、第２冷却媒体は、冷却塔から凝縮器コイル１０を経て図
１の矢印１で凝縮器に入る。第２冷却媒体はこのプロセスで暖められ、コイル１０のリタ
ーンループおよび矢印２を経て冷却塔にまたは環境に戻される。この第２冷却媒体は、凝
縮器で蒸気を冷却し、蒸気を液体冷媒に変化させ、その結果図１に示されるように凝縮器
の下方部分には液体媒体がある。凝縮器中の凝縮した液体冷媒は、膨張デバイスまたはオ
リフィス８を通ってエバポレーターへ逆流する。オリフィス８は液体冷媒の圧力を低下さ
せ、液体冷媒を部分的に蒸気に変換する、すなわち、液体冷媒は、圧力が凝縮器とエバポ
レーターとの間に降下するにつれてフラッシュする。フラッシングは冷媒、すなわち、液
体冷媒および冷媒蒸気の両方をエバポレーター圧力での飽和温度に冷却し、その結果、液
体冷媒および冷媒蒸気の両方がエバポレーター中に存在する。
【００９０】
　単一成分冷媒組成物については、エバポレーターでの蒸気冷媒の組成は、エバポレータ
ーでの液体冷媒の組成と同じものであることが指摘されるべきである。この場合には、蒸
発は一定温度で起こるであろう。しかしながら、本発明の組成物の場合のように、冷媒ブ
レンドが使用される場合、エバポレーターでの（または凝縮器での）液体冷媒および冷媒
蒸気は異なる組成を有するかもしれない。かかる組成は、沸点、化学構造および共沸混合
物を形成する能力等々の成分の特性に依存する。
【００９１】
　７００ｋＷより上の能力の冷却装置は一般に、冷媒がエバポレーターおよび凝縮器に（
すなわち、シェル側に）含有されるフラデッドエバポレーターを用いる。フラデッドエバ
ポレーターは、冷媒をより多く装填する必要があるが、より近いアプローチ温度およびよ
り高い効率を可能にする。７００ｋＷより下の能力の冷却装置は普通、冷媒がチューブの
内側を流れるエバポレーターと、エバポレーターおよび凝縮器に、すなわち、シェル側に
、冷却された冷却媒体とを用いる。かかる冷却装置は直接膨張式（ＤＸ）冷却装置と呼ば
れる。水冷式の直接膨張式冷却装置は図２に例示される。図２に例示されるような冷却装
置では、暖水などの、第１液体冷却媒体が入口１４でエバポレーター６’に入る。（少量
の冷媒蒸気と共に）ほとんど液体の冷媒が矢印３’でエバポレーターコイル９’に入り、
蒸発し、蒸気に変わる。結果として、第１液体冷却媒体の冷却が行われ、この冷却媒体は
出口１６でエバポレーターを出る。冷媒蒸気は、矢印４’でエバポレーターを出て、圧縮
機７’に送られ、そこでそれは圧縮され、高温、高圧冷媒蒸気として出る。この冷媒蒸気
は１’で凝縮器コイル１０’を通って凝縮器５’に入る。冷媒蒸気は、凝縮器で、水など
の第２液体冷却媒体によって冷却され、液体になる。第２液体冷却媒体は、凝縮器水入口
２０を通って凝縮器に入る。第２液体冷却媒体は、凝縮した冷媒蒸気から熱を抽出し、冷
媒蒸気は液体冷媒になり、これは第２液体媒体を凝縮器で加熱する。第２液体冷却媒体は
凝縮器を通って出口１８を通って出る。凝縮した冷媒液体は、図２に示されるように下方
コイル１０’を通って凝縮器を出て、液体冷媒の圧力を低下させる膨張弁１２を通って流
れる。膨張の結果として生成した、少量の蒸気は、コイル９’を通って液体冷媒と共にエ
バポレーターに入り、このサイクルが繰り返される。
【００９２】



(24) JP 2010-534743 A 2010.11.11

10

20

30

40

50

　蒸気－圧縮冷却装置は、それらが用いる圧縮機のタイプによって特定される。一実施態
様では、グループＡのおよびグループＢの組成物は、以下に記載されるような、遠心圧縮
機を利用する遠心冷却装置で有用である。別の実施形態では、グループＡのおよびグルー
プＢの組成物は、往復式圧縮機、スクリュー圧縮機、またはスクロール圧縮機のいずれか
の容積式圧縮機を利用する容積式冷却装置で有用である。
【００９３】
　遠心圧縮機は、冷媒を放射状に加速するための回転要素を用い、典型的にはケーシング
に格納された羽根車および拡散器を含む。遠心圧縮機は通常、流体を羽根車アイか、また
は循環羽根車の中心入口で取り込み、それを外側へ放射状に加速させる。幾らかの静圧上
昇が羽根車で起こるが、圧力上昇のほとんどは、速度が静圧に変換されるケーシングの拡
散器部分で起こる。各羽根車－拡散器一式は圧縮機の１段階である。遠心圧縮機は、所望
の最終圧力および処理されるべき冷媒の容積に依存して、１～１２以上の段階で構築され
る。
【００９４】
　圧縮機の圧力比、または圧縮比は、絶対吐出圧力対絶対入口圧力の比である。遠心圧縮
機によって供給される圧力は、比較的広範囲の能力にわたって実質的に一定である。遠心
圧縮機が生み出すことができる圧力は、羽根車の先端速度に依存する。先端速度は、その
先端で測定される羽根車の速度であり、羽根車の直径およびその回転数毎分に関係する。
遠心圧縮機の能力は、羽根車の通過のサイズによって決定される。これは、圧縮機のサイ
ズを能力よりも所要圧力に依存するようにする。
【００９５】
　容積式圧縮機は、蒸気をチャンバーへ吸い込み、チャンバーは容積が減少して蒸気を圧
縮する。圧縮された後、蒸気は、チャンバーの容積をゼロまたはほぼゼロにさらに減少さ
せることによってチャンバーから押し進められる。
【００９６】
　往復式圧縮機は、クランクシャフトによって駆動されるピストンを使用する。それらは
、固定式または携帯式のどちらかであることができ、単段式または多段式であることがで
き、電気モーターまたは内燃エンジンによって駆動されることができる。５～３０馬力の
小さい往復式圧縮機は、自動車用途に見られ、典型的には断続使用向けである。１００馬
力以下のより大きい往復式圧縮機は、大工業用途に見いだされる。吐出圧力は、低い圧力
から非常に高い圧力（５０００ｐｓｉまたは３５ＭＰａ超）までに及ぶことができる。
【００９７】
　スクリュー圧縮機は、ガスをより小さい空間へ推し進めるために２つのかみ合わせた回
転容積式らせんスクリューを使用する。スクリュー圧縮機は通常、商業および工業用途で
連続運転向けであり、固定式または携帯式のどちらかであってもよい。それらの用途は、
５馬力（３．７ｋＷ）～５００馬力（３７５ｋＷ）超および低い圧力から非常に高い圧力
（１２００ｐｓｉまたは８．３ＭＰａ超）までであることができる。
【００９８】
　スクロール圧縮機はスクリュー圧縮機に似ており、ガスを圧縮するための２つの交互渦
巻き形状のスクロールを含む。出力は、回転スクリュー圧縮機のそれよりも脈動する。
【００９９】
　スクロール圧縮機または往復式圧縮機を使用する冷却装置については、１５０ｋＷより
下の能力のろう付けプレート熱交換器が普通は、より大きい冷却装置で用いられるシェル
アンドチューブ熱交換器の代わりにエバポレーターのために使用される。ろう付けプレー
ト熱交換器は、システム容積および冷媒装填を減少させる。
【０１００】
他のエアコン／冷凍システム
　グループＡのおよびグループＢの組成物はまた、５～１０ｋＷ未満の冷却能力を有する
小さいクーラーなどの、他のエアコン／冷凍システムで、または一段で冷却効果をおよび
異なる段階で加熱効果を生み出すために多段で冷媒を再使用する、閉ループ式伝熱システ
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ムで有用であるかもしれない。かかるシステムは典型的には移動式エアコンシステムに使
用される。本明細書で用いるところでは、移動式エアコンシステムは、道路、鉄道、海ま
た空用の輸送ユニット中へ組み込まれた任意の冷凍またはエアコン装置を意味する。
【０１０１】
　移動式エアコンシステムとして使用されてもよい閉ループ式伝熱システムは、図３の５
０で概略示される。図３に関連して、システムは、入口および出口を有する圧縮機２２を
含む。ガス状冷媒組成物は、入口および出口を有するエバポレーター４２の出口から、接
続ライン６３を通って圧縮機の入口に流れ、圧縮機でガス状冷媒はより高い圧力に圧縮さ
れる。流体を圧縮するための機械的手段に依存して、往復式、回転、ジェット、遠心、ス
クロール、スクリューもしくは軸流圧縮機を含む、または容積式（例えば、往復式、スク
ロールもしくはスクリュー）もしくは動（例えば、遠心もしくはジェット）圧縮機のよう
な、様々なタイプの圧縮機が本発明で使用されてもよい。圧縮機からの圧縮されたガス状
冷媒組成物は、圧縮機出口を通っておよび接続ライン６１を通って凝縮器４１に流れる。
接続ライン６１中の圧力調整弁５１が使用されてもよい。この弁は、接続ライン６３を経
て圧縮機への冷媒逆流のリサイクルを可能にし、それによって凝縮器４１に達する冷媒組
成物の圧力を調整し、かつ、必要ならば圧縮機サージを防止する能力を提供する。圧縮さ
れたガス状冷媒組成物は凝縮器で凝縮させられ、こうして放熱し、液体に変換される。凝
縮器の出口は、膨張器５２の入口に接続される。液体冷媒組成物は、膨張器５２を通って
流れ、膨張する。膨張器５２は、膨張弁、毛細管もしくはオリフィス管、または伝熱組成
物が圧力の急激な低下を受けるかもしれない任意の他のデバイスであってもよい。膨張器
の出口は、接続ライン６２によって、客室に設置されるエバポレーター４２に接続される
。液体冷媒組成物は、低温でエバポレーターで沸騰して低圧ガスを形成し、こうして冷却
を行う。エバポレーターの出口は、圧縮機の入口に接続される。エバポレーターからの低
圧ガスは圧縮機に入り、そこでガスは圧縮されてその圧力および温度を上げ、このサイク
ルが繰り返される。
【０１０２】
方法
　本発明の別の態様によれば、グループＡのおよびグループＢの組成物は、冷却を行う方
法に有用である。これらの方法では、グループＡのおよびグループＢの組成物は冷媒であ
る。
【０１０３】
　一実施態様では、冷却を行う方法は、図１に関連して上に記載されたようなフラデッド
エバポレーター冷却装置で冷却を行うことを含む。この方法では、グループＡまたはグル
ープＢの組成物は、第１冷却媒体の近くで蒸発させられて蒸気冷媒を形成する。冷却媒体
は、水などの暖かい液体であり、それは、冷却システムからパイプを経てエバポレーター
へ運ばれる。暖かい液体は冷却され、ビルなどの、冷却される本体に通される。組成物は
次に、冷却塔から持ち込まれる冷却した液体である第２冷却媒体の近くで凝縮させられる
。第２冷却媒体は、蒸気冷媒を液体冷媒へ冷却する。この方法では、フラデッドエバポレ
ーター冷却装置はまた、ホテル、オフィスビル、病院および大学を冷却するために使用さ
れてもよい。
【０１０４】
　別の実施形態では、冷却を行う方法は、図２に関連して上に記載されたような直接膨張
式冷却装置で冷却を行うことを含む。この方法では、グループＡまたはグループＢの冷媒
組成物は、エバポレーターに通される。第１液体冷却媒体は、エバポレーターで蒸発させ
られて冷却媒体蒸気を形成し、それによって組成物を冷却する。組成物は、エバポレータ
ーから、冷却される本体へ通される。この方法では、直接膨張式冷却装置はまた、ホテル
、オフィスビル、病院、大学、ならびに海軍潜水艦または海軍水上艦を冷却するために使
用されてもよい。
【０１０５】
　別の実施形態では、冷却を行う方法は、図３に関して上に記載されたような閉ループ式
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伝熱システムで冷却を行うことを含む。この方法は、冷却される本体の近くでグループＢ
の冷媒組成物を蒸発させる工程を含む。冷媒組成物はその後凝縮させられる。
【０１０６】
　高ＧＷＰ冷媒は、約１０００以上の１００年対象期間でのＧＷＰを有する冷媒または伝
熱流体として機能することができる任意の化合物である。本発明のグループＡのおよびグ
ループＢの組成物は、ゼロのまたは低いオゾン層破壊係数および低い地球温暖化係数（Ｇ
ＷＰ）を有する。本明細書に開示されるような組成物は、現在使用中の多くのハイドロフ
ルオロカーボン冷媒よりも小さい地球温暖化係数を有する。典型的には、ＨＦＣ－１２２
５ｙｅなどの、フルオロオレフィンは、約２５未満のＧＷＰを有すると予期される。本発
明の一態様は、１０００未満、５００未満、１５０未満、１００未満、または５０未満の
地球温暖化係数の冷媒を提供することである。
【０１０７】
　気候変動に関する政府間パネル（Ｉｎｔｅｒｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｌ　Ｐａｎｅｌ　
ｏｎ　Ｃｌｉｍａｔｅ　Ｃｈａｎｇｅ）（ＩＰＣＣ）によって公表されたＧＷＰ計算に基
づき、代替を必要としている冷媒および伝熱流体には、ＨＦＣ－１３４ａが含まれるが、
それに限定されない。それ故、本発明に従って、フラデッドエバポレーター冷却装置、直
接膨張式冷却装置または閉ループ式伝熱システムでＨＦＣ－１３４ａを置き換える方法が
提供される。本方法は、ＨＦＣ－１３４ａの代わりに、グループＡの組成物を含む冷媒組
成物をフラデッドエバポレーター冷却装置、直接膨張式冷却装置もしくは閉ループ式伝熱
システムに、またはグループＡもしくはグループＢの組成物をフラデッドエバポレーター
冷却装置もしくは直接膨張式冷却装置に提供する工程を含む。
【０１０８】
　１３４ａを置き換えるこの方法で、グループＡまたはグループＢのどちらかの組成物は
、ＨＦＣ－１３４ａで運転するために元々デザインされかつ製造されたかもしれない遠心
冷却装置で有用である。別の実施形態では、グループＡおよびグループＢの組成物は、Ｈ
ＦＣ－１３４ａで運転するために元々デザインされかつ製造されたかもしれない往復式冷
却装置で有用である。容積式圧縮機またはスクロール圧縮機のどちらかを用いる別の実施
形態では、グループＡまたはグループＢの組成物は、ＨＦＣ－１３４ａで運転するために
元々デザインされかつ製造されたかもしれないスクリュー冷却装置で有用である。
【０１０９】
　あるいはまた、１３４ａを置き換えるこの方法で、本明細書に開示されるグループＡま
たはグループＢの組成物は、新しいフラデッドエバポレーター冷却装置、新しい直接膨張
式冷却装置、または新しい閉ループ式伝熱システムなどの、新しい機器で有用であるかも
しれない。かかる新しい機器では、往復式、スクリューまたはスクロール圧縮機を含む、
遠心圧縮機か容積式圧縮機かのどちら、およびこれと共に使用される熱交換器が使用され
てもよい。
【実施例】
【０１１０】
冷却性能データ
　表３は、ＨＦＣ－１３４ａと比べて本明細書に記載される組成物について圧縮機吸引圧
力（Ｃｏｍｐ　Ｓｕｃｔ　Ｐｒｅｓ）、圧縮機吐出圧力（Ｄｉｓｃｈ　Ｐｒｅｓ）、圧縮
機吐出温度（Ｄｉｓｃｈ　Ｔｅｍｐ）、エネルギー効率（ＣＯＰ）、能力（Ｃａｐ）、お
よび平均グライド（Ａｖｇ　Ｇｌｉｄｅ）として、冷却性能を示す。データは次の条件に
基づいている。
【０１１１】
　エバポレーター温度　７℃
　凝縮器温度　　　　　４８℃
　サブクール温度　　　５℃
　リターンガス温度　　１２℃
　圧縮機効率は　　　　７０％である。
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【０１１２】
【表３】

【０１１３】
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【表４】

【０１１４】
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【表５】

【０１１５】
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【表６】

【０１１６】
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【表７】

【０１１７】
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【０１１８】
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【表９】

【０１１９】
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【０１２０】
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【表１１】

【０１２１】
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【０１２２】
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【表１３】

【０１２３】
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【０１２４】
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【表１５】

【０１２５】
　表３の多くの組成物は、より低い吐出圧力および吐出温度を維持しながらＨＦＣ－１３
４ａと比べて同様なエネルギー効率（ＣＯＰ）を有する。表３にリストされる組成物の幾
つかについての冷凍能力もまたＲ１３４ａと同様であり、これらの組成物が冷凍およびエ
アコンでＲ１３４ａの代替冷媒であり得ることを示唆する。さらに、組成物の幾つかは低
い平均グライドを有し、従ってフラデッドエバポレーター型冷却装置での使用を可能にす
る。
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